
２ 他都市比較で見る京都市財政の特徴

２－１歳入

歳入構成の特徴 ～市税は，歳入総額のほぼ３割～

２ １歳入

歳入構成 特徴 市税 ，歳 総額 割
～他都市に比べて地方交付税に大きく依存～

地方交付税
 654億円

府支出金
268億円

歳入内訳（平成22年度決算）

市税
 2,452億円

国庫支出金
1,213億円

市債
1,061億円

その他
2,169億円

総額
7,817億円

市民一人当たり歳入内訳（平成22年度決算）

市税
166,000円

国庫支出金
82,000円

市債
72,000円

その他
147,000円

総額
529,000円

地方交付税
44,000円

府支出金
18,000円



自主財源 市税 使用料手数料など自主財源･･･市税，使用料手数料など，
自主的に収入し得る財源

依存財源･･･地方交付税，国庫支出金など，
国等に依存した財源

自主財源比率は他都市の平均を下回っており，財政
基盤がぜい弱です。



市民一人当たり市税収入（平成22年度決算）
（１）市税

市民税
70,578

固定資産税
68,932

その他
26,810

京都市
市税合計
166,320円

差　　　額
14,985円

市民税 固定資産税 その他他政令指定 市税合計
78,672 74,834 27,799都市平均 181,305円

0 25,000 50,000 75,000 100,000 125,000 150,000 175,000 200,000 225,000

円

京都市 市民 人当たり市税収入は 他 指定都市 平均に比べ 約 円も少なく京都市の市民一人当たり市税収入は，他の指定都市の平均に比べ，約15,000円も少なく,
京都市の人口は約147万人なので，市税収入総額では，約221億円もの減収となります。



固定資産税が少ない要因

広大(８２８ｋ㎡。うち旧京北町２１８ｋ㎡)な

市域面積も山林が多く，宅地は少ない

課税対象面積の割合が

小さい

◆ 地目別土地面積比較

他の指定都市平均京都市

[資料:平成21年大都市比較統計年表]



政令指定都市の市民一人当たりの市税収入（平成22年度）

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税

234,783
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円
※ 斜体の数字は市税収入合計
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京都市の市民一人当たり市税収入は，指定都市の中で低い方から9番目となっています。
一番多い大阪市とは，市民一人当たりで約68,000円もの差があります。



政令指定都市の市民一人当たりの地方交付税の収入額（平成22年度決算）

円 ％地方交付税 歳入に占める地方交付税の割合

（２）地方交付税
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京都市は，市税収入が少ない分，地方交付税に多くを依存しており，市民一人当たりの
地方交付税収入は，他の指定都市平均の約２倍となっています。



政令指定都市の財政力指数（平成22年度決算）
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基準財政収入額財政力指数は政令指定都市中6番目に低く，他の指

財政力指数＝
基準財政収入額

基準財政需要額
定都市と比べても，国の地方交付税に多くを依存しな
ければ，予算を編成できない状況にあります。



地方財政全体で，
7.6兆円もの巨額の

地方交付税を取り巻く課題

歳 入 歳 出平成23年度地方財政計画

兆円もの巨額の
財源不足！
（平成23年度)

歳 入 歳 出平成23年度地方財政計画

法定率分

10.6兆円所得税の32％など
地方交付税

交付税対象
の国税５税

82.5兆円

その他の加算等※

臨時財政対策加算

地方交付税

17.4兆円
33.6兆円

所得税

人件費

一般行政経費

3.8兆円

臨時財政対策債

3.8兆円
臨時財政対策債

6.2兆円

地方財政の財源不足

7.6兆円

法人税

酒税

消費税

投資的経費

公債費

など

既発債の元利等

地方税

6.2兆円

国は，毎年度，「地方公共団体の歳入歳出総額の見
込額(地方財政計画)」を作成します。

たばこ税

地方税

国庫支出金

地方債等の

歳入

込額( 方財政計画)」を作成 す。
平成23年度の地方財政計画では，地方交付税の法

定率分(国税5税の一定割合)は10.6兆円にとどまり，地
方財政の財源不足が7.6兆円もの巨額に上っています。

この財源不足については，国(一般会計からの加算)
と地方(臨時財政対策債の発行)が折半で補てんするこ

その他の加算等※

地域活性化・雇用等
臨時特例費の創設に
よる国の 般会計からと地方(臨時財政対策債の発行)が折半で補てんするこ

ととなっています。
よる国の一般会計から
の加算等



２－２歳出

歳出構成の特徴（目的別分析）

社会福祉に最も多くの経費が使われています～社会福祉に最も多くの経費が使われています。～

※ その他 ＝ 保健・清掃等，産業振興，消防，総務管理など

目的別歳出（平成22年度決算）
市債（借金）の返済

828億円
教育

578億円

目的別歳出（平成22年度決算）

社会福祉
2,584億円

道路整備等
989億円

その他
2,795億円

総額
7,774億円

市民一人当たり目的別歳出（平成22年度決算）

社会福祉
175,000円

道路整備等
67,000円

その他
190,000円

総額
527,000円

市債（借金）の返済
56,000円

教育
39,000円



700,000

円
政令指定都市の市民一人当たりの行政目的別歳出（平成22年度）

社会福祉 道路整備等 市債の返済 教育 その他
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京都市の市民一人あたり社会福祉費は，指定都市の中では，2番目に高くなっています。



歳出構成の特徴（性質別分析）歳出構成の特徴（性質別分析）

～義務的経費の割合が高くなっています。～

公債費
823億円

投資的経費
865億円

性質別歳出（平成22年度決算）

人件費
1,206億円

扶助費
1,735億円

物件費等
3,145億円

総額
7 774億円

市民一人あたり性質別歳出（平成22年度決算）

7,774億円

人件費
円

扶助費
円

物件費等
円

市民 あ り性質別歳出（平成 年度決算）

総額
82,000円 118,000円

公債費
円

投資的経費

213,000円 527,000円

56,000円 58,000円

※ 義務的経費 ＝ 人件費 ＋ 扶助費 ＋ 公債費



義務的経費の割合が高いほど，財政の硬直化の度合いが高いといえます。市民一人当たりの義務的経費
は指定都市の中で4番目に高く，財政は依然として硬直した状態にあります。



政令指定都市の市民一人当たりの人件費（平成22年度決算）

円 ％市民一人当たりの人件費 歳出に占める割合

（１）人件費
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京都市の市民一人当たり人件費は，前年度から減少していますが，指定都市の中で，3番目に高くなっています。



政令指定都市の市民千人当たりの職員数（平成23年4月1日現在）

一般職員 技能労務職員 教育公務員 消防職員
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京都市の市民千人当たり職員数は，前年度から削減していますが，指定都市の中で2番目に高くなっています。



政令指定都市の市民一人当たりの扶助費（平成22年度決算）
円 ％市民一人当たりの扶助費 歳出に占める割合

（２）扶助費
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京都市は，これまでから福祉に力を入れてきたことなどから，市民一人当たり扶助費は，
指定都市の中で4番目に高くなっています。



政令指定都市の高齢化率と生活保護率
％ ％

高齢化率（平成17年度国勢調査） 生活保護率（平成21年度平均）
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京都市は，指定都市の中で，高齢化率は6番目に高くなっています。
また，生活保護率は3番目に高くなっています。



政令指定都市の市民一人当たりの公債費（平成22年度決算）
円 ％市民一人当たりの公債費 歳出に占める割合

（３）公債費
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京都市は，適正な市債管理に努めてきており，市民一人当たり公債費は，他都市平均を
下回る水準にあります。



政令指定都市の実質公債費比率（平成22年度決算）
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平成１８年度から導入された実質公債費比率は 地下鉄や下水道などの公営企業の元利償還に対する繰出金も平成１８年度から導入された実質公債費比率は，地下鉄や下水道などの公営企業の元利償還に対する繰出金も
公債費に準じたものとして算定するため，指定都市は一般市に比べると総じて高い数値となっています。

京都市は，指定都市中では他都市平均並みの水準にあります。



政令指定都市の市民一人当たりの市債残高（臨時財政対策債除く）（平成22年度決算）
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京都市の市民一人当たり市債残高は，指定都市で高い方から4番目となっています。
なお，新たに指定都市となった都市は，市債残高が少ないため，指定都市が増えるほど平均が下がる傾向に

あります。
※指定都市には，他の市町村にはない国道，道府県道の整備，維持に係る仕事があります。


